
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 128,539,560   固定負債 51,484,938

    有形固定資産 111,965,178     地方債等 -

      事業用資産 105,929,241     長期未払金 -

        土地 -     退職手当引当金 47,679,702

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 690,302,000     その他 3,805,236

        建物減価償却累計額 -584,372,759   流動負債 9,563,259

        工作物 -     １年内償還予定地方債等 -

        工作物減価償却累計額 -     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 7,959,194

        航空機 -     預り金 7,873

        航空機減価償却累計額 -     その他 1,596,192

        その他 - 負債合計 61,048,197

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 128,539,560

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） 23,335,198

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 15,532,872

      物品減価償却累計額 -9,496,935

    無形固定資産 3,030,720

      ソフトウェア 3,030,720

      その他 -

    投資その他の資産 13,543,662

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 13,543,662

        減債基金 -

        その他 13,543,662

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 84,383,395

    現金預金 84,383,395

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 151,874,758

資産合計 212,922,955 負債及び純資産合計 212,922,955

連結貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 105,124,858

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

  臨時損失 1

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1

    使用料及び手数料 76,904,834

    その他 3,860,243

純経常行政コスト 105,124,857

      社会保障給付 1,028,950

      その他 4,391,256

  経常収益 80,765,077

        その他 -

    移転費用 10,697,028

      補助金等 5,276,822

      その他の業務費用 -

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 -

        減価償却費 5,502,323

        その他 -

        その他 19,568,915

      物件費等 63,249,067

        物件費 57,746,744

        職員給与費 93,972,797

        賞与等引当金繰入額 26,235

        退職手当引当金繰入額 -1,624,108

  経常費用 185,889,934

    業務費用 175,192,906

      人件費 111,943,839

連結行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 147,643,070 138,117,393 9,525,677 -

  純行政コスト（△） -105,124,858 -105,124,858 -

  財源 109,350,375 109,350,375 -

    税収等 107,463,375 107,463,375 -

    国県等補助金 1,887,000 1,887,000 -

  本年度差額 4,225,517 4,225,517 -

  固定資産等の変動（内部変動） -9,584,033 9,584,033

    有形固定資産等の増加 13,066,099 -13,066,099

    有形固定資産等の減少 -11,010,323 11,010,323

    貸付金・基金等の増加 13,523,996 -13,523,996

    貸付金・基金等の減少 -25,163,805 25,163,805

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 6,171 6,200 -29 -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 4,231,688 -9,577,833 13,809,521 -

本年度末純資産残高 151,874,758 128,539,560 23,335,198 -

連結純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 18,663

本年度歳計外現金増減額 -10,790

本年度末歳計外現金残高 7,873

本年度末現金預金残高 84,383,395

財務活動収支 -

本年度資金収支額 3,603,543

前年度末資金残高 80,771,930

比例連結割合変更に伴う差額 49

本年度末資金残高 84,375,522

    地方債等償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債等発行収入 -

    その他の収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -3,768,721

【財務活動収支】

  財務活動支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 1,000

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 3,769,721

    公共施設等整備費支出 3,769,700

    基金積立金支出 21

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 7,372,264

【投資活動収支】

    税収等収入 107,463,375

    国県等補助金収入 1,887,000

    使用料及び手数料収入 76,904,834

    その他の収入 3,860,243

  臨時支出 -

    移転費用支出 10,697,029

      補助金等支出 9,668,079

      社会保障給付支出 1,028,950

      その他の支出 -

  業務収入 190,115,452

    業務費用支出 172,046,159

      人件費支出 113,541,735

      物件費等支出 58,504,424

      支払利息支出 -

      その他の支出 -

連結資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 182,743,188
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①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

②有形固定資産等の減価償却の方法

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　定額法を採用しております。

・無形固定資産

　定額法を採用しております。

③引当金の計上基準及び算定方法

・賞与引当金

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。 

 

④リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には

　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

⑤資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

⑥その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっております。 

注　記
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